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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 
１．商号 

ひろぎん証券株式会社 

 
２．登録年月日（登録番号） 

金融商品取引業 ２００７年１１月１２日（中国財務局長（金商）第２０号） 

 
３．沿革及び経営の組織 

（１）会社の沿革 

年 月 沿 革 
2007 年 7 月 広島市中区において、ウツミ屋株式会社を設立 

資本金 5,000 万円 
2007 年 11 月 金融商品取引法に基づく金融商品取引業の登録 
2008 年 1 月 ウツミ屋証券株式会社の会社分割により、金融商品取引業に関す

る業務（自己勘定で行うトレーディング業務等を除く）を承継し、

第三者割当増資により資本金を 61億円とする。 
〃 ひろぎんウツミ屋証券株式会社に商号変更 
〃 金融商品取引業務を開始 

2008 年 2 月 本店営業部ゆめタウン広島出張所を開設 
2008 年 11 月 廿日市支店を開設 
2009 年 1 月 本店営業部ゆめタウン広島出張所を支店へ昇格 
2010 年 4 月 投資相談ブース松山、投資相談ブース松江を開設 
2010 年 12 月 長門支店を廃止 
2013 年 10 月 ゆめタウン広島支店を本店営業部ゆめタウン広島出張所に変更 
2014 年 3 月 投資相談ブース松江を廃止 
2014 年 5 月 岡山支店を廃止し、福山支店投資相談ブース岡山出張所に変更 
2014 年 9 月 投資相談ブース松山を廃止 
2017 年 3 月 資本金を 11 億減少し、50 億とする。 
2017 年 6 月 株式会社広島銀行の完全子会社化 

ひろぎん証券株式会社に商号変更 
2017 年 12 月 別府支店を廃止し、徳山支店に統合 
2018 年 1 月 三原支店を廃止し、広島銀行三原支店内に尾道支店三原営業所を

開設 
2018 年 3 月 本店営業部サテライトブース広島西を、広島銀行広島西支店内に、 

本店営業部サテライトブース古市を、広島銀行古市支店内に、 
本店営業部サテライトブース海田を、広島銀行海田支店内に開設 
宇部支店を、広島銀行宇部支店内に移転 

2018 年 5 月 可部支店を、広島銀行可部支店内に、 
呉支店を、広島銀行呉支店内に移転 
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2018 年 7 月 府中支店を、広島銀行府中支店内に移転 
2018 年 8 月 広島銀行今治支店内に本店営業部今治営業所を開設 
2018 年 10 月 三次支店を、広島銀行十日市支店内に移転 
2018 年 11 月 岩国支店を、広島銀行岩国支店内に移転 
2019 年 1 月 福山支店を、広島銀行福山営業本部内に移転 
2019 年 3 月 東京支店を、広島銀行東京支店内に移転 
2019 年 3 月 浜田支店を廃止 

（2019 年 4 月 1 日付で三次支店に併合） 

2019 年 7 月 東広島支店を、広島銀行西条支店内に移転 
2019 年 8 月 尾道支店を、広島銀行尾道支店内に移転 
2019 年 9 月 広島西支店を、広島銀行広島西支店内に移転 

（五日市支店より改称） 
2018 年 11 月 広島銀行松山支店内に本店営業部松山営業所を開設 
2019 年 12 月 因島支店を、広島銀行因島支店内に移転 
2020 年 1 月 竹原支店を、広島銀行竹原支店内に移転 
2020 年 1 月 広島銀行海田支店内に本店営業部海田営業所を開設 

（本店営業部サテライトブース海田を組織変更） 
2020 年 2 月 徳山支店を、広島銀行徳山支店内に移転 
2020 年 4 月 本店営業部皆実町営業所を、広島銀行皆実町支店内に移転 

（ゆめタウン広島営業所より改称） 

2020 年 10 月 株式会社ひろぎんホールディングスの完全子会社化 
防府支店を、広島銀行防府支店内に移転 
広島銀行古市支店内に本店営業部古市営業所を開設 
（本店営業部サテライトブース古市を組織変更） 

2020 年 11 月 本店建物内の営業実施部署の明確化 
（➀本店営業部②営業統括部、コンサルティング営業担当・ネットセンター 

・コールセンター） 
2021 年 1 月 萩支店を移転 
2021 年 5 月 本社および本店営業部を、広島市中区紙屋町１－３－８（ひろぎ

んホールディングス本社ビル内）に移転 
2022 年 4 月 尾道支店三原営業所を三原支店へ昇格 
2022 年 10 月 宇部支店を移転 
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（２）経営の組織 
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４．株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決権に占める当該株式に

係る議決権の数の割合 

2023 年 3 月 31 日現在 
 

氏名又は名称 保有株式数（株） 割 合（％） 

１ 株式会社ひろぎんホールディングス 1,000 100.00 

計 1 名 1,000 100.00 

 
５．役員の氏名 

2023 年 3月 31 日現在 

役 職 名 氏 名 代表権の有無 常勤・非常勤の別 
取 締 役 会 長 東 山  浩 幸 無 常 勤 
取 締 役 社 長 苅屋田  史 嗣 有 常 勤 
取 締 役 副 社 長 片 山   仁 有 常 勤 
取締役常務執行役員 小 川  靖 也 無 常 勤 
取 締 役 横 見  真 一 無 非常勤 
監 査 役  撰    章  常 勤 
監 査 役 尾 木   朗  非常勤 

計 ７名 

（注）１．取締役横見真一氏は、非常勤取締役であります。 

２．監査役尾木朗氏は、非常勤監査役であります。 

３．当事業年度中に退任した役員は、以下のとおりであります。 

 

氏 名 退任時の 
会社における地位 

退任時の担当 
及び重要な兼職の状況 

退任年月日 
退任事由 

吉野 勇治 取締役会長 全般統括 2022 年 6月 27 日 

任期満了 

竹内 万博 監  査  役 株式会社中電工 社外監

査役 
2022 年 6月 27 日 

辞  任 
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６．政令で定める使用人 

金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の

規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名 
 

2023 年 3月 31 日現在 

氏 名 役 職 名 
片 山    仁 代表取締役副社長 

業務管理本部長 
内部管理統括責任者 

藤 原  謙 治 コンプライアンス部長 
内部管理統括補助責任者 

片 山    誠 売買管理営業考査部長 
内部管理統括補助責任者 

 

７．業務の種別（2023 年 3 月 31 日現在） 

 

（１）金融商品取引業 

① 有価証券の売買、市場デリバティブ取引または外国市場デリバティブ取引 

② 有価証券の売買、市場デリバティブ取引または外国市場デリバティブ取引の媒介、

取次ぎまたは代理 

③ 取引所金融商品市場における有価証券の売買、市場デリバティブ取引の委託の媒介、

取次ぎまたは代理、ならびに外国金融商品市場における有価証券の売買または外国

市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎまたは代理 

④ 有価証券の売出し 

⑤ 有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱い 

⑥ 有価証券の引受け 

⑦ 有価証券等管理業務 

 

（２）金融商品取引業に付随する業務 

① 公社債の払込金の受入れおよび元利金支払の代理業務 

② 証券投資信託受益証券の収益金、償還金および一部解約金支払の代理業務 

③ 有価証券に関する常任代理業務 

④ 保護預り有価証券を担保として金銭を貸付ける業務 

⑤ 株式事務の取次ぎ業務 

⑥ その他第一種金融商品取引業に関連する業務 

⑦ 保護預り、有価証券の貸借業務 

⑧ その他前各号に付随する業務 

 

  



 

6 

８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 
 
 
 

名  称 所       在       地 
本 店 広島県広島市中区紙屋町１丁目3番8号 

営 業 統 括 部 広島県広島市中区紙屋町１丁目3番8号 

本店営業部皆実町営業所 広島県広島市南区皆実町五丁目13番12号 

本 店 営 業 部 海 田 営 業 所 広島県安芸郡海田町窪町5-8 

本 店 営 業 部 古 市 営 業 所 広島県広島市安佐南区古市三丁目1番2号 

東 京 支 店 東京都中央区京橋二丁目7番19号 京橋イーストビル6F 

福 山 支 店 広島県福山市霞町一丁目１番１号 

府 中 支 店  広島県府中市府川町 335 番地の 1 

尾 道 支 店  広島県尾道市土堂 2-7-11 

因 島 支 店  広島県尾道市因島土生町 2017-3 

竹 原 支 店 広島県竹原市中央五丁目 5番 5号 

三 原 支 店 広島県三原市城町一丁目 25 番 1 号 

呉 支 店 広島県呉市本通三丁目 5番 4号 

三 次 支 店  広島県三次市十日市中二丁目 13 番 26 号 

可 部 支 店 広島県広島市安佐北区可部三丁目 20 番 21 号 

広 島 西 支 店 広島県広島市西区井口明神一丁目 17 番 4 号 

東 広 島 支 店 広島県東広島市西条昭和町 2-7 

廿 日 市 支 店 広島県廿日市市新宮一丁目 9番 34号 

福山支店岡山営業所 岡山県岡山市北区磨屋町1番3号 

岩 国 支 店  山口県岩国市麻里布町二丁目 7番 7号 

徳 山 支 店  山口県周南市御幸通 2-15 

防 府 支 店  山口県防府市栄町一丁目 5番 1号 

宇 部 支 店  山口県宇部市新天町二丁目 3番 3号 

萩 支 店 山口県萩市吉田町 51 番地 11 

本店営業部今治営業所 愛媛県今治市室屋町一丁目 1番 13号 

本店営業部松山営業所 愛媛県松山市南堀端町 6-5 

 
移 転 宇部支店（2022 年 10 月 24 日付） 

 宇部市常盤町一丁目 6 番 32 号 から移転 
昇 格 三原支店（2022 年 4 月 11 日付） 

 尾道支店三原営業所から三原支店へ昇格 
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９．他に行っている事業の種類 
 

① 保険業法第 2 条第 26 項に規定する保険募集に係る業務 

② 顧客紹介業務 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

（１）苦情等の受付部署 

①顧客からの苦情等 

 コンプライアンス部（苦情等受付専門部署）及び本・支店 

②業務委託先からの委託業務に関する苦情等 

委託業務を所管する部署 

 

（２）苦情等対応及び紛争処理の統括部署 

コンプライアンス部 

 

（３）その他（手続実施基本契約を締結する指定紛争解決機関） 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（ＦＩＮＭＡＣ） 

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会 

 

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

該当ありません 

 

13．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

 

2022 年度の国内株式市場は、ウクライナ情勢、物価上昇、欧米の金利上昇、円安等のマ

イナス材料と企業業績回復期待から一進一退の相場展開となりました。日経平均株価は高

値 29,222.77 円（2022 年 8 月 17 日）、安値 25,661.89 円（2023 年 1 月 4 日）と上下幅は

3,560 円 88 銭と概ね 26,000 円～29,000 円のレンジでの値動きとなり、期末終値は、期初

始値 27,624 円 11 銭とほぼ同水準の 28,041 円 48 銭でした。米株市場についてもインフレ

を背景に 34,000 ドル台半ばを天井とした下落と戻しを繰り返す相場つきとなりました。 

 

当社は、前期に引き続き最適な顧客ポートフォリオ提案を推進するとともに継続して顧

客満足度の向上を図るために CX 調査を行い営業員へのフィードバックを行いました。ま

た顧客管理・営業員行動管理ツールにより効率的な営業活動を推進する一方、コールセン

ターの機能を強化しアウトバンド営業を進め営業店支援を図りました。下期からは個人向

け仕組債の販売を停止し、販売した債券の償還についても万全の体制でアフターフォロー

を行いました。 

 

このような取組みの結果、当事業年度の業績は、営業収益が 56 億 46 百万円（前期比 

72.2％）、営業収益から金融費用を差し引いた純営業収益は51億 4百万円（前期比 69.8％）

となりました。また、販売費・一般管理費は 48 億 42 百万円（前期比 88.7％）となり、

その結果、営業利益は 2 億 61 百万円（前期比 14.1％）、経常利益は 2 億 69 百万円（前

期比 14.4％）、当期純利益は 1億 26 百万円（前期比 10.0％）となりました。 

 

主要な収益・費用等の概況は、以下のとおりです。 

①受入手数料 

受入手数料の合計は 31 億 9 百万円（前期比 90.4％）となりました。内訳は以下のと

おりです。 

イ．委託手数料 

当事業年度の株式委託売買高は、若干増加し、委託受入手数料の合計は 16 億 95 百

万円（前期比 100.7％）となりました。 

ロ．引受・売出しの取扱手数料 

引受・売出しの取扱手数料は国内株式の引受額の減少により、2 百万円（前期比 

29.8％）となりました。 

ハ．募集・売出しの取扱手数料、その他の受入手数料 

募集・売出しの取扱手数料は、投資信託の販売の減少により 7億 22百万円（前期比 

67.9％）となりました。また、投資信託の代行手数料が中心のその他の受入手数料

は、6億 88 百万円（前期比 100.8％）となりました。 
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２．業務の状況を示す指標 

（１）経営成績等の推移 

（単位：百万円、株） 

 2021 年 3月 2022 年 3月 2023 年 3月 

資 本 金 5,000 5,000 5,000 

発 行 済  株  式 総  数  1,000 1,000 1,000 

営 業 収 益 7,198 7,818 5,646 

（受  入  手  数  料） 3,219 3,438 3,109 

≪委  託  手  数  料≫ 1,840 1,683 1,695 

≪引受け・売出し・特定投資家 

向け売付け勧誘等の手数料≫ 
13 8 2 

≪募集・売出し・特定投資家向 

け売付け勧誘等の取扱手数料≫ 
834 1,063 722 

≪その他の受入手数料≫ 531 683 688 

（トレーディング損益） 3,325 3,664 1,791 

≪株 券 等≫ 274 412 105 

≪債 券 等≫ 3,051 3,251 1,685 

≪そ の 他≫ － － － 

純 営 業 収 益 6,730 7,306 5,104 

経 常 利 益 1,447 1,859 269 

当 期 純 利 益 989 1,263 126 

 
 

（２）有価証券引受・売買等の状況 

① 有価証券の売買等の状況（市場デリバティブ取引を除く） 最近３事業年度における

有価証券の売買等の状況（有価証券に関連する市場デリバティブ取引を除く）は、以

下のとおりであります。 

 イ．株券 

（単位：百万円） 
 

区 分 受 託 自 己 合 計 

2021 年 3 月期 318,976 31,304 350,281 

2022 年 3 月期 306,745 45,180 351,926 

2023 年 3 月期 289,411 12,356 301,768 
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ロ．債券 

（単位：百万円） 

区 分 受 託 自 己 合 計 

2021 年 3 月期 － 215,205 215,205 

2022 年 3 月期 － 214,164 214,164 

2023 年 3 月期 － 128,951 128,951 

 

ハ．受益証券 
 

（単位：百万円） 

区 分 受 託 自 己 合 計 

2021 年 3 月期 22,095 － 22,095 

2022 年 3 月期 14,877 － 14,877 

2023 年 3 月期 17,288 － 17,288 

 

ニ．その他 
 

（単位：百万円） 

区 分 受 託 自 己 合 計 

2021 年 3 月期 833 － 833 

2022 年 3 月期 466 － 466 

2023 年 3 月期 374 － 374 

 

 

 

② 有価証券に関連する市場デリバティブ取引の状況 

最近３事業年度における有価証券に関連する市場デリバティブ取引の状況は、以下のと

おりであります。 

イ．株式に係る取引 

（単位：百万円） 
 

 

区 分 
先 物 取 引 オプション取引 

 

合 計 
受 託 自 己 受 託 自 己 

2021 年 3 月期 679 － 4,217 － 4,897 

2022 年 3 月期 749 － 232 － 981 

2023 年 3 月期 389 － 0 － 389 

 
 

ロ．債券に係る取引 

該当事項はありません。 
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③ 有価証券の引受け及び売出し並びに特定機関投資家向け売付け勧誘等並びに有価

証券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの

状況 

 

最近３事業年度における有価証券の引受け及び売出し並びに特定機関投資家向

け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱いの状況は、以下のとおりであります。 

（単位：百万円） 
 
 

区 分 

 
 

引受高 

 
 

売出高 

 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

 

募集の 

取扱高 

 

売出しの 

取扱高 

 

私募の 

取扱高 

特定投資 
家向け売 
付け勧誘 
等の取扱 
額 

２

０

２

１

年

３

月

期 

株券 336 － － 336 － － － 

国債証券 －   87  － － 

地方債証券 760   760 － － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 100 － － 100 11,938 79,272 316 

受益証券    233,350 － － － 

その他 － － － － － － － 

２

０

２

２

年

３

月

期 

株券 64 18 － 69 18 － － 

国債証券 －   83  － 1,992 

地方債証券 360   － － － 800 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － 13,398 － 2,454 

受益証券    237,281 － － － 

その他 － － － － － － － 

２

０

２

３

年

３

月

期 

株券 40  － 39 42 － － 

国債証券 －   12  － － 

地方債証券 630   72 － － 330 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － 5,612 － 3,028 

受益証券   190,356 － － － 

その他 － － － － － － － 
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（３）その他業務の状況 

①生命保険の募集に関する業務 （単位：百万円） 
 

 2021 年 3月 2022 年 3月 2023 年 3月 

受 入 手 数 料 4 2 2 

 

②顧客紹介業務 （単位：百万円） 
 

 2021 年 3月 2022 年 3月 2023 年 3月 

受 入 手 数 料 0 0 0 

 

 

（４）自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

区 分 2021 年 3月 2022 年 3月 2023 年 3月 

基本的項目 (A) 9,642 9,643 9,643 

補完的項目 (B) 29 29 29 

 その他有価証券評価差額金 － － － 

金融商品取引責任準備金等 28 28 28 

一般貸倒引当金 0 0 0 

控除資産 (C) 506 387 316 

固定化されていない自己資本 

(A)+ (B)- (C) 
 (D) 9,166 9,285 9,356 

リスク相当額合計 (E) 1,556 1,722 1,598 

 市場リスク相当額 11 16 4 

取引先リスク額 288 216 225 

基礎的リスク額 1,256 1,488 1,367 

 暗号資産等による控除額 － － － 

自己資本規制比率 (D)/(E)×100 589.0 539.1 585.4 

 
 

（注）自己資本規制比率は金融商品取引法第 46条の 6第 1項の規定に基づき、「金融商品

取引業等に関する内閣府令」の定めにより決算数値をもとに算出したものでありま

す。なお、2021 年 3 月期の市場リスク相当額の月末平均額は、49 百万円、月末最大

額は 257 百万円、取引先リスク相当額の、月末平均額は 450 百万円、月末最大額は

490 百万円であります。 

2022 年 3月期の市場リスク相当額の月末平均額は、24百万円、月末最大額は 48

百万円、取引先リスク相当額の、月末平均額は 306 百万円、月末最大額は 465 百万

円であります。 

2023 年 3月期の市場リスク相当額の月末平均額は、9百万円、月末最大額は 34百

万円、取引先リスク相当額の、月末平均額は 214 百万円、月末最大額は 226 百万円

であります  
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（５）使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 
 

区  分 2021 年 3月期 2022 年 3月期 2023 年 3月期 

使 用 人 273 284 295 

（うち証券外務員） 271 277 288 

（注）うち外務員は、金融商品取引法第 64条第 1項の規定により、外務員登録原簿に登録して

いる外務員です。 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

１．経理の状況 

（１）貸借対照表                         （単位：百万円） 

  
2022 年 3 月期 

（2022 年 3 月 31 日） 

2023 年 3 月期 

（2023 年 3 月 31 日） 

（資産の部）     

流動資産   

現金・預金 7,266 4,665 

預託金 12,600 10,600 

顧客分別金信託 12,600 10,600 

その他の預託金 － － 

トレーディング商品 － － 

商品有価証券等 － － 

約定見返勘定 412 346 

信用取引資産 6,514 7,558 

信用取引貸付金 6,307 7,115 

信用取引借証券担保金 206 442 

立替金 0 5 

顧客への立替金 － － 

その他の立替金 0 5 

募集等払込金 － － 

支払差金勘定 9 9 

短期貸付金 0 0 

前払費用 3 13 

未収入金 8 241 

未収収益 643 691 

短期差入保証金 1,140 1,240 

貸倒引当金 △ 0 △ 0 

その他 24 31 

流動資産計 28,621 25,402 

固定資産   

有形固定資産 137 180 

建物 74 64 

建設仮勘定 － 6 

器具・備品 60 107 

土地 2 2 

無形固定資産 90 65 

ソフトウェア 73 48 

ソフトウェア仮勘定 － 1 

借地権 0 0 

電話加入権 16 16 

投資その他の資産 156 56 

投資有価証券 － － 

出資金 0 0 

長期差入保証金 13 13 

長期前払費用 0 2 

繰延税金資産 133 33 

その他の投資等 9 8 

貸倒引当金 △ 0 △ 0 

固定資産計 383 302 



 

15 

資 産 合 計 29,005 25,705 

（単位：百万円） 

  
2022 年 3 月期 

（2022 年 3 月 31 日） 

2023 年 3 月期 

（2023 年 3 月 31 日） 

（負債の部）   

流動負債   

信用取引負債 1,791 2,661 

信用取引借入金 1,584 2,219 

信用取引貸証券受入金 206 442 

預り金 11,260 9,197 

顧客からの預り金 10,399 8,509 

その他の預り金 861 687 

受入保証金 1,370 1,292 

信用取引受入保証金 1,340 1,261 

先物取引受入保証金 29 30 

約定見返勘定 － － 

短期借入金 2,800 2,400 

前受金 3 3 

未払金 47 59 

未払費用 243 211 

未払法人税等 317 0 

賞与引当金 200 75 

役員賞与引当金 36 6 

その他 － － 

流動負債計 18,070 15,906 

固定負債   

その他の固定負債 － － 

固定負債計 － － 

特別法上の準備金   

金融商品取引責任準備金 28 28 

特別法上の準備金合計 28 28 

負債合計 18,098 15,935 

（純資産の部）   

株主資本   

資本金 5,000 5,000 

資本剰余金   

資本準備金 2,000 2,000 

その他資本剰余金 50 50 

資本剰余金合計 2,050 2,050 

利益剰余金   

その他利益剰余金 3,856 2,720 

繰越利益剰余金 3,856 2,720 

利益剰余合計 3,856 2,720 

株主資本合計 10,906 9,770 

評価・換算差額等   
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その他有価証券評価差額金   

評価・換算差額等合計 － － 

純 資 産 合 計 10,906 9,770 

負債・純資産合計 29,005 25,705 
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（２）損益計算書 

（単位：百万円） 

  
2022 年 3月期 

（自 2021 年 4 月 1日） 

（至 2022 年 3 月 31 日） 

2023 年 3月期 
（自 2022 年 4 月 1日） 

（至 2023 年 3 月 31 日） 

営業収益   

受入手数料 3,438 3,109 

委託手数料 1,683 1,695 

引受・売出し・特定投資家向け   

売付け勧誘等の手数料 8 2 

募集・売出し・特定投資家向け   

売付け勧誘等の取扱手数料 1,063 722 

その他の受入手数料 683 688 

トレーディング損益 3,664 1,791 

金融収益 712 743 

その他の営業収益 2 2 

営業収益計 7,818 5,646 

金融費用 511 542 

純営業収益 7,306 5,104 

販売費・一般管理費   

取引関係費 1,639 1,188 

人件費 2,503 2,319 

不動産関係費 350 321 

事務費 760 770 

減価償却費 62 70 

租税公課 92 77 

貸倒引当金繰入 － 0 

その他 45 93 

販売費・一般管理費計 5,454 4,842 

営業利益 1,852 261 

営業外収益 6 7 

営業外費用 0 0 

経常利益 1,859 269 

特別利益   

金融商品取引責任準備金戻入 0 0 

特別利益計 0 0 

特別損失   

固定資産除却損 4 1 

減損損失 2 3 

その他 31 20 

特別損失計 38 25 

税引前当期純利益 1,821 244 

法人税、住民税及び事業税 535 17 

法人税等調整額 22 100 

当期純利益 1,263 126 
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（３）株主資本等変動計算書 

 
【2022 年 3 月期】 

（単位：百万円） 

 株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

資本準備金 その他 

資本剰余金 

資本剰余金合計 利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金合計 

別途積立金 繰越利益剰余金 

2021 年 4月 1日残高 5,000 2,000 50 2,050 － － 3,581 3,581 － 10,631 

当期変動額           

剰余金の配当       △989 △989  △989 

当期純利益       1,263 1,263  1,263 

自己株式の取得           

自己株式の消却           

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額） 
          

当期変動額合計 － － － － － － 274 274 － 274 

2022 年 3 月 31日残高 5,000 2,000 50 2,050 － － 3,856 3,856 － 10,906 
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【2023 年 3 月期】 

（単位：百万円） 

 株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

資本準備金 その他 

資本剰余金 

資本剰余金合計 利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金合計 

別途積立金 繰越利益剰余金 

2022 年 4月 1日残高 5,000 2,000 50 2,050 － － 3,856 3,856 － 10,906 

当期変動額           

剰余金の配当       △1,263 △1,263 
 

△1,263 

当期純利益       126 126  126 

自己株式の取得           

自己株式の消却           

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額） 
          

当期変動額合計 － － － － － － △1,136 △1,136 － △1,136 

2023 年 3 月 31日残高 5,000 2,000 50 2,050 － － 2,720 2,720 － 9,770 

 

 

 

 

 



 

20 

 

重 要 な 会 計 方 針 

 

2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 

１．所有有価証券の評価の方法 

(1)トレーディング商品に係わるもの 

時価法 

(2)トレーディング商品以外の有価証券 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法 

なお、取得原価との評価差額は全部純資

産直入法によっており、売却原価の算定

は移動平均法によっております。 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。なお、耐用年数

及び残存価額については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

2016 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属

設備については定額法によっております。 

(2)無形固定資産 

定額法によっております。なお、耐用年数

については法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。但し、自社利

用のソフトウェアについては、社内におけ

る見込み利用可能期間（5 年）に基づく定額

法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等については財務内容評価法により、回収不

能見込額を計上しております。 

 (2)賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に備えるた

め、当社所定の計算方法による支給見込額の

うち当期帰属分を計上しております。 

(3)役員賞与引当金 

役員及び執行役員の賞与の支払に備える

ため、支給見込額のうち当事業年度帰属分を

計上しております。 

 

１．所有有価証券の評価の方法 

(1)トレーディング商品に係わるもの 

   同左 

(2)トレーディング商品以外の有価証券 

      同左 

 

 

 

 

 

 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

(2)無形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

同左 

 

 

 

(2)賞与引当金 

同左 

 

 

(3)役員賞与引当金 

同左 
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2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 

 

４．特別法上の準備金の計上基準 

金融商品取引責任準備金 

有価証券の売買、その他の取引等による損

失に備えるため、金融商品取引法第 46 条の

5の規定に基づき「金融商品取引業等 に関す

る内閣府令」第 175 条に定めるところにより

算出した額を計上しております。 

 
５．収益及び費用の計上基準  

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準

第 29 号 2020 年 3 月 31 日。以下、「収益認識

会計基準」という。）等を適用しており、約束

した財又はサービスの支配が顧客に移転した

時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る

と見込まれる金額で収益を認識しております。 

当社の主要な事業における顧客との契約に基

づく主な義務の内容及び当該義務に係る収益

を認識する通常の時点は、【収益認識に関する

注記】に記載のとおりです。 

 
６．消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理につい

ては、税抜き方式を採用しております。また、

資産に係る控除対象外消費税等については、

一括して「投資その他の資産（その他投資等）」

として計上し、5 年間で均等償却することと

しております。 

 

 

４．特別法上の準備金の計上基準 

金融商品取引責任準備金 

同左 

 

 

 

 

 

５．収益及び費用の計上基準  

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．消費税の会計処理 

同左 
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（会計処理方法の変更） 
 

2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 

（収益認識に関する会計基準等の適用）  

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第

29 号 2020 年 3 月 31 日。以下、「収益認識会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用

し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転

した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取

ると見込まれる金額で収益を認識することとい

たしました。 

 これによりキャンペーン実施の際に顧客に現金

等をキャッシュバックするもののうち、取引手数

料等に応じて贈呈されるものについては販売

費・一般管理費として処理する方法から、当該対

価の総額から顧客に対する支払額を差し引いた

純額で収益を認識する方法に変更しております。 

 当該変更による当事業年度の税引前当期純利益

に与える影響はありません。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）  

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準

第 30 号 2019 年 7 月 4 日。以下、「時価算定会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用

し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に

関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年

7 月 4 日）第 44-2 項に定める経過的な取扱いに従

って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方

針を、将来にわたって適用することとしておりま

す。 

なお、これによる当事業年度の計算書類への影

響はありません。 

該当事項はありません。 

 

 

 

（表示方法の変更） 
 

2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 

該当事項はありません。 

 

該当事項はありません。 
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注 記 事 項 

 

（貸借対照表関係） 

 

 

  

2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 

１．有形固定資産より控除した減価償却累計額 

 百万円 

 建物 38 

 器具・備品 172 

  計 210 

 

２．担保等に供されている資産 

 百万円 

 現金（短期差入保証金） 1,100 

 

３．関係会社に対する債権 

 百万円 

 預金 7,084 

 長期差入保証金 6 

 

４．関係会社に対する債務 

 百万円 

 短期借入金 2,800 

 未払費用 81 
 

１．有形固定資産より控除した減価償却累計額 

 百万円 

 建物 42 

 器具・備品 191 

  計 233 

 

２．担保等に供されている資産 

 百万円 

 現金（短期差入保証金） 1,200 

 

３．関係会社に対する債権 

 百万円 

 預金 4,442 

 長期差入保証金 6 

 

４．関係会社に対する債務 

 百万円 

 短期借入金 2,400 

 未払費用 58 
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（損益計算書関係） 

2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 

 

１．トレーディング損益の内訳 

 実現損益 評価損益 計 

 百万円 百万円 百万円 

株券等 412 － 412 

債券等 3,251 － 3,251 

その他 － － － 

計 3,664 － 3,664 

 

２．金融収益の内訳 

 百万円 

 信用取引収益 193 

 受取債券利子 － 

 受取利息 0 

 その他 517 

  計 712 

 

３．金融費用の内訳 

 百万円 

 信用取引費用 20 

 支払利息 12 

 その他 479 

  計 511 

 

４．取引関係費の内訳 

 百万円 

 支払手数料 1,317 

 取引所・協会費 12 

 通信・運送費 278 

 旅費・交通費 14 

 広告宣伝費 10 

 交際費 4 

  計 1,639 

 

５．人件費の内訳 

 百万円 

 役員報酬 58 

 従業員給料 1,833 

 その他の報酬 48 

 福利厚生費 326 

 賞与引当金 200 

 役員賞与引当金 36 

  計 2,503 
 

                                           

１．トレーディング損益の内訳 

 実現損益 評価損益 計 

 百万円 百万円 百万円 

株券等 105 － 105 

債券等 1,685 － 1,685 

その他 － － － 

計 1,791 － 1,791 

 

２．金融収益の内訳 

 百万円 

 信用取引収益 185 

 受取債券利子 － 

 受取利息 0 

 その他 557 

  計 743 

 

３．金融費用の内訳 

 百万円 

 信用取引費用 25 

 支払利息 9 

 その他 507 

  計 542 

 

４．取引関係費の内訳 

 百万円 

 支払手数料 873 

 取引所・協会費 11 

 通信・運送費 275 

 旅費・交通費 14 

 広告宣伝費 8 

 交際費 5 

  計 1,188 

 

５．人件費の内訳 

 百万円 

 役員報酬 50 

 従業員給料 1,807 

 その他の報酬 48 

 福利厚生費 331 

 賞与引当金 75 

 役員賞与引当金 6 

  計 2,319 
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2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 

６．不動産関係費の内訳 

 百万円 

 不動産費 203 

 器具・備品費 146 

  計 350 

 

７．事務費の内訳 

 百万円 

 事務委託費 740 

 事務用品費 19 

  計 760 

 

８．租税公課の内訳 

 百万円 

 法人事業税 77 

 事業所税 4 

 消費税他 11 

  計 92 

 

９．その他の販売費・一般管理費の内訳 

 百万円 

 図書費 5 

 水道光熱費 10 

 その他 30 

  計 45 

 

10．法人税、住民税及び事業税の内訳 

 百万円 

 法人税 418 

 住民税 56 

 法人事業税 60 

  計 535 
 

６．不動産関係費の内訳 

 百万円 

 不動産費 189 

 器具・備品費 132 

  計 321 

 

７．事務費の内訳 

 百万円 

 事務委託費 750 

 事務用品費 20 

  計 770 

 

８．租税公課の内訳 

 百万円 

 法人事業税 56 

 事業所税 4 

 消費税他 17 

  計 77 

 

９．その他の販売費・一般管理費の内訳 

 百万円 

 経営管理料 54 

 水道光熱費 10 

 その他 29 

  計 93 

 

10．法人税、住民税及び事業税の内訳 

 百万円 

 法人税 0 

 住民税 16 

 法人事業税 0 

  計 16 
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（株主資本等変動計算書関係） 

【2022 年 3 月期】 

１．発行済株式の総数に関する事項 
 

株式の種類 前事業年度末 

の株式数（株） 

当事業年度増加 

株式数（株） 

当事業年度減少 

株式数（株） 

当事業年度末 

の株式数（株） 

普 通  株  式  1,000 － － 1,000 

 
２．自己株式の数に関する事項 

該当事項はありません。 

 
３．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

該当事項はありません。 
 

４．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

2022年 6 月 27 日開催の第 15 期定時株主総会において、次のとおり決議しました。 

① 配当金の総額 1,263,000,000 円 

② 配当の原資 利益剰余金 

③ １株当たり配当額 1,263,000 円 

④ 基準日 2022 年 3月 31 日 

⑤ 効力発生日 2022 年 6月 28 日 

 

【2023 年 3 月期】 

１．発行済株式の総数に関する事項 
 

株式の種類 前事業年度末 

の株式数（株） 

当事業年度増加 

株式数（株） 

当事業年度減少 

株式数（株） 

当事業年度末 

の株式数（株） 

普 通  株  式  1,000 － － 1,000 

 
２．自己株式の数に関する事項 

該当事項はありません。 

 
３．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

該当事項はありません。 
 

４．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

2023 年 6月 28 開催の第 16 期定時株主総会において、次のとおり決議しました。 

① 配当金の総額 126,579,000 円 

② 配当の原資 利益剰余金 

③ １株当たり配当額 126,579 円 

④ 基準日 2023 年 3月 31 日 

⑤ 効力発生日 2023 年 6月 29 日 
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２．借入金の主な借入先及び借入金額 

（単位：百万円） 
 

区 分 借 入 先 2022 年 3月期 2023 年 3月期 

短期借入金 株式会社広島銀行 2,800 2,400 

信用取引借入金 株式会社だいこう証券ビジネス 1,584 2,219 

借 入 金 合 計 4,384 4,619 

 
 

３．保有有価証券の状況（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）

の取得価額、時価及び評価損益 
 

該当事項はありません。 

 

４．デリバティブ取引の状況（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券

を除く。）の契約価額、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 
 

５．財務諸表に関する監査法人等による監査の有無 

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細

書については、会社法第 436 条第２項第１号の規定に基づき、有限責任あずさ監査法人

による監査を受けております。 

 

Ⅳ．管理の状況 
 
 

１．内部管理の状況の概要 

業務の適正を確保するための体制の整備を継続的に図っております。 

また円滑な経営執行及び監視体制を構築するためには、積極的なディスクロージャー

が不可欠であるとの認識のもと、適時・適切な情報開示に努めるとともに、経営の公正

性・透明性の確保と経営の効率化を目標とし、コーポレート・ガバナンス体制の構築に努

めております。 

当社では、コンプライアンスの具体的実践計画として「コンプライアンス・プログラ

ム」を半期ごとに策定し、これに沿って法令諸規則等の遵守や内部管理の充実を図って

います。 

また、当社のすべての業務部門から独立した社長直属の組織として監査部を設置し、

当社の管理体制が適切かつ有効に機能しているか、について検証・評価し、必要に応じ

て改善に向けた提言を行っています。 

さらに、取り巻くリスク及び重要な懸案事項に迅速かつ的確に対処するため、並び

に、売買に関する指導や是正、適合性の原則・法令遵守の徹底と証券事故・顧客トラブ

ル等の未然防止を図ることを目的として「リスク管理委員会」を設置し、毎月１回開催

しております。また、それと合わせて、当社の業務に関する法令違反等の不祥事を未然

に防ぐための「内部通報制度」(コンプライアンス・ホットライン)を導入しております。 
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〈お客さまからのご相談、苦情等への対応について〉 

① お客さまからの相談、苦情に対する具体的な取扱い方法 

お客さまからのご相談、苦情等については、お客さまの立場を尊重し、迅速、誠

実かつ公平にその解決を図ることを基本としております。当社では原則としてコン

プライアンス部および営業店が窓口となって問題の解決に当たり、お客さまの申し

出を十分確認したうえで、中立的な立場で調査を行い、調査結果については速やか

にお客さまに報告することとしております。 

また、苦情等の社内報告体制については、お客さまからの苦情等を受付けた場合

は、遅滞なくその概要をコンプライアンス部に報告し、速やかに関連部署は苦情等

の解決に努める適切な処置を講じることにしております。コンプライアンス部は苦

情等の発生、処理状況、対策等について適宜、営業部門、内部管理統括責任者又は

役員会等に報告することとし、重要案件については速やかに内部管理統括責任者お

よび社長に報告することとしております。 
 
 

② 金融ＡＤＲ制度への対応 

お客さまは、当社及び当社を所属金融取引業者とする金融商品仲介業者が提

供する商品・サービスに関する苦情の処理・紛争の解決について、特定非営利活動

法人 証券・金融商品あっせん相談センター（Financial Instruments Mediation 

Assistance Center (ＦＩＮＭＡＣ（フィンマック）)）にお問合わせいただくこ

ともできます。 

・ お客さまからの苦情等の解決のために講じている措置 

当社は、第一種金融商品取引業に関する苦情及び紛争の解決について、2011 年 4

月1日付にて金融商品取引法に規定する指定紛争解決機関として指定を受けたＦＩ

ＮＭＡＣと手続実施基本契約を締結しております。 

 

２．分別管理等の状況 

（1）金融商品取引法第 43 条の 2 の規定に基づく分別管理の状況 

①顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項 目 2022 年 3月 31 日現在の金額 2023 年 3月 31 日現在の金額 

直近差替計算基準日 

の顧客分別金必要額 
12,230 10,063 

期末日現在の 

顧客分別金信託額 
12,600 10,600 

期末日現在の 

顧客分別金必要額 
11,056 9,126 
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②有価証券の分別管理の状況 

イ 保護預り有価証券 
 

 

有価証券の種類 
2022 年 3 月 31 日現在 2023 年 3 月 31 日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株 券 342,542 千株 7,638 千株 348,127 千株 5,764 千株 

債 券 30,489 百万円 154,788 百万円 33,225 百万円 163,918 百万円 

受益証券 222,854 百万口 976 百万口 237,157 百万口 4,670百万口 

そ の 他 － － － － 

 

ロ 受入保証金代用有価証券 
 

 

有価証券の種類 
2022 年 3 月 31 日現在 2023 年 3 月 31 日現在 

数 量 数 量 

株 券 

21,607

10,242 千株 8,418 千株 

債 券 

0

－ － 

受益証券 

3,383

1,075 百万口 874 百万口 

そ の 他 

－

－ － 

 

 

ハ 管理の状況 

当社は、金融商品取引法、日本投資者保護基金、金融商品取引所、日本証券業協会等

の諸規則に基づき、以下のとおり「顧客資産の分別管理」を行っており、お客さまのお

預り資産を確実に保全しております。 

・「顧客資産の分別管理に関する法令遵守の監査」について 

当社は、金融商品取引法第４３条の２第３項の規定に基づき、お客さま資産の分別管

理の状況に係る分別管理監査（保証）として、有限責任あずさ監査法人による、日本公

認会計士協会の定める業種別委員会実務指針第５４号「金融商品取引業者における顧客

資産の分別管理の法令遵守に関する保証業務に関する実務指針」に準拠した「顧客資産

の分別管理に関する法令遵守の監査」を依頼し、2023 年 6 月 26 日に、2023 年 3 月 31

日現在において当社は、法令を遵守して顧客資産を分別管理していたという旨の経営者

の主張（経営者報告書）が、全ての重要な点において法令及び規則に準拠して記載され

ているものと認める主旨の保証報告書（分別管理監査報告書）を受領しております。 
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・お預り金銭について 

当社は、当社を委託者とし、当社の顧客を元本の受益者として次のとおり顧客分別金

信託に係る信託契約を締結しております。なお、下記差替基準日が休業日の場合は前営

業日に繰り上げて計算し、差替日が休業日の場合は翌営業日に繰り下げて差し替えるこ

ととしております。 

 

受託者 差替 

基準日 
差替日 信託の種類 信託の対象 

三井住友信託銀行 株式会社  

毎週 

金曜日 

差替基準日の 

翌日から起算 

して３営業日 

目 

合同運用指定

金銭信託 

 

 

顧客分別金必要額

は三井住友信託銀行

へ信託。 

 

・お預り有価証券について 

当社は、お客様との取引に関してお客様から預託を受けた有価証券及びお客様の計算

に属する有価証券について、次の各号に定める方法により、当社固有の有価証券と分別

して確実かつ整然と管理しております。 

 

有価証券の種類 会 社 の 管 理 形 態 

国内上場株式、上場投

信、転換社債型新株予

約権付社債券、投資証

券、受益証券及び出資

証券 

 

原則として株式会社証券保管振替機構（以下｢機構｣という。）におい

て、帳簿等により当社の固有財産である有価証券その他の顧客有価証券

以外の有価証券（以下「固有有価証券」という。）と顧客有価証券とを

区分管理し、混蔵して保管しています。顧客有価証券については、当社

の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理しています。

ただし、顧客の申し出等により機構へ再寄託しない国内上場株券等につ

いては、保管委託先である株式会社だいこう証券ビジネスにおいて、固

有有価証券等の保管場所と明確に区分し、顧客有価証券についてどの顧

客の有価証券であるかが直ちに判別できる状態で保管管理しています。 

また、顧客有価証券について、顧客の指示により転換社債型新株予約

権付社債券の新株予約権の行使等のため、発行会社等へ提供したものに

ついては、当該銘柄、数量及び提供先が委任顧客毎に直ちに把握できる

よう当社の帳簿等により適宜管理しています。 

国内上場外国株券 原則として機構において帳簿等により固有有価証券等と顧客有価証

券とを区分し、管理又は混蔵して保管しています。顧客有価証券につい

ては、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できるように管理

しています。 

社債等の振替に関す 

る法律に基づく振替 

決済制度において取 

国債については、社債等の振替に関する法律の規定に基づき日本銀 

行において、固有有価証券等と顧客有価証券の口座を明確に区分し、 

顧客有価証券については、当社の振替口座簿により、各顧客の持分を 
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り扱う社債等 

 

 

 

 

直ちに判別できる状態で管理しています。 

社債等（国債を除く。）については、社債等の振替に関する法律の 

規定に基づき、短期社債及び一般債は三菱ＵＦＪ銀行、投資信託受益権、

株式、新株予約権付社債、新株予約権、投資口及び優先出資は機構にお

いて、固有有価証券等と顧客有価証券の口座を明確に区分し、顧客有価

証券については、当社の振替口座簿により、各顧客の持分を直ちに判別

できる状態で管理しています。 

転換社債型新株予約

権付社債、有価証券以

外の国内債券及び新

株予約権証券等 

原則として機構において固有有価証券等と顧客有価証券の保管場所

を明確に区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が当社の帳簿等によ

り直ちに判別できる状態で保管しています。ただし、大券で発行された

証券及び株式ミニ投資など、単一券面を自己と顧客とが共有することと

されており、固有有価証券分と顧客有価証券分について明確に保管場所

の区分ができないものについては、当社の帳簿等により、その保管場所

を明らかにするとともに、固有有価証券分と顧客有価証券分とを区分

し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理して

います。 

投資信託受益証券 原則として機構において、混蔵して保管しています。この場合におい

て、固有有価証券等と顧客有価証券の保管場所を明確に区分し、顧客有

価証券に係る各顧客の持分が当社の帳簿等により直ちに判別できる状

態で管理しています。ただし、単一券面を自己と顧客とが共有すること

となった場合など、固有有価証券部分と顧客有価証券部分について明確

な保管場所の区分が出来ないものについては、当社の帳簿等により、そ

の保管場所を明らかにするとともに、固有有価証券分と顧客有価証券分

とを区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が直ちに判別できるよう

管理しています。 

累積投資商品 累積投資契約に基づき、単一券面を当社と当社の顧客とが共有し混蔵

して保管することとされている株券、債券及び受益証券等は、当社の帳

簿等によりその保管場所を明らかにし、且つ他の有価証券と区分して保

管しています。この場合において、当社の帳簿等により、固有有価証券

等と顧客有価証券とを区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が直ち

に判別できるように管理しています。 

海外の保管機関等で

保管されている有価

証券 

海外の保管機関等において、口座区分などの方法により、固有有価証

券等と顧客有価証券とを区分させ、顧客有価証券に係る各顧客の持分

は、当社の帳簿等により直ちに判別できる状態で保管しています。ただ

し、海外保管機関等において顧客有価証券に係る持分が判別できる状態

で保管又は管理させることができない場合には、当社の帳簿等により、

固有有価証券分と顧客有価証券分とを区分し、顧客有価証券に係る各顧

客の持分が直ちに判別できるよう管理しています。 

上記以外の有価証券 当社の金庫において、固有有価証券と顧客有価証券とを区分管理し、
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顧客有価証券については、どの顧客の有価証券であるかが直ちに判別で

きるような状態で保管管理しています。 

 
 

(3)金融商品取引法第 43条の 2の 2の規定に基づく区分管理の状況 

 該当事項はありません。 

 
 

(4)金融商品取引法第 43条の 3の規定に基づく区分管理の状況 

 

① 法第 43条の 3第 1項の規定に基づく区分管理の状況 

 該当事項はありません。 

 

② 法第 43 条の 3第 2項の規定に基づく区分管理の状況 

 該当事項はありません。 
 

 
 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

 

１．当社及びその子会社等の集団の構成 

該当事項はありません。 

 

２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

該当事項はありません。 

 
 

以 上 

 
 

「業務及び財産の状況に関する説明書」の記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示してお

ります。 

  


